
令和5年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業の実施状況等について

No 所管課 事業名

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業費
決算額
（円）

交付金
充当額
（円）

事業開始
年月日

事業完了
年月日

成果及び評価
①成果・効果
②評価

1 福祉支援課

電力・ガス・
食料品等価格
高騰重点支援
給付金支給事
業【低所得者
世帯給付金】

①新型コロナウイルスやウクライナ侵攻等の社会情勢の影響
で、エネルギー、食料品等の物価高騰の影響を受けた住民の
うち、特に影響が大きいと考えられる低所得世帯に対して、1
世帯当たり3万円の給付を行うもの。
②低所得世帯への給付金
③令和5年度住民税非課税世帯　2,175世帯、家計急変世帯　4
世帯

65,370,000 65,370,000 R5.7.10 R5.11.10

①住民税非課税世帯（確認書）2,173世帯　65,190,000円
　住民税非課税世帯（申請書）　　2世帯　    60,000円
  家計急変世帯（申請書）　　　　4世帯　　 120,000円

②価格高騰等により影響が大きい低所得者世帯へ現金を給付することにより家計負
担の軽減を図ることができた。

2 福祉支援課

電力・ガス・
食料品等価格
高騰重点支援
給付金支給事
業【事務費】

①新型コロナウイルスやウクライナ侵攻等の社会情勢の影響
で、エネルギー、食料品等の物価高騰の影響を受けた住民の
うち、特に影響が大きいと考えられる低所得世帯に対して、1
世帯当たり3万円の給付を行うにあたって必要となる事務経
費。
②低所得世帯への給付金に係る事務費
③令和5年度住民税非課税世帯　2,175世帯、家計急変世帯　4
世帯

1,028,357 1,028,357 R5.6.14 R5.12.28

①専用封筒、制度案内チラシの作成、システムの改修費用等
　給付金支給事務に係る広報等に活用。

②制度案内チラシを作成し、物価高騰による影響を受けた世帯へ、早急に現金給付
を行うことが出来た。

3
教育委員会
（学校教育

課）

物価高騰に伴
う学校給食保
護者負担軽減
事業

①新型コロナウイルスやウクライナ侵攻等の社会情勢の影響
で、長引く食材費の高騰について、増額分を町が負担し、保
護者負担を増やすことなく、学校給食の維持を図るもの。
②食材費の高騰に伴う賄材料費の増額（保護者負担分）
③京丹波町立小中学校（5小学校、3中学校）の児童・生徒及
び保護者

2,593,780 2,000,000 R5.4.1 R6.3.31
①高騰する食材費の増額分を町が負担できた。
②保護者負担を増やすことなく、学校給食の維持を図り、安心・安全な給食の提供
に努められた。

4 子育て支援課

物価高騰に伴
うこども園給
食保護者負担
軽減事業

①新型コロナウイルスやウクライナ侵攻等の社会情勢の影響
で、長引く食材費の高騰について、増額分を町が負担し、保
護者負担を増やすことなく、こども園給食の維持を図るも
の。
②食材費の高騰に伴う賄材料費の増額（保護者負担分）
③町内認定こども園3園の園児及び保護者

1,110,816 914,000 R5.4.1 R6.3.31
①高騰する食材費の増額分を町が負担できた。
②保護者負担を増やすことなく、こども園給食の維持を図り、安心・安全な給食の
提供に努められた。

5 福祉支援課

社会福祉施設
等に対する物
価高騰対策支
援事業

①新型コロナウイルスやウクライナ侵攻等の社会情勢の影響
で、食材費、施設光熱費の高騰を受ける介護サービス、障害
福祉サービス及び配食サービスを提供する町内の事業所に対
し、高騰分の食材費、施設光熱費、車両燃料費の支援を行う
もの。
②社会福祉施設等に対する物価高騰対策支援金
③町内社会福祉施設　42事業者

17,419,472 17,400,000 R5.7.18 R6.3.29

支援金交付状況
＜食材費・施設光熱費＞
　通所系事業所　15事業所　3,060,000円
　入所（居）系事業所　11事業所　11,991,000円
　食の自立支援サービス等実施事業所　5事業所　1,268,472円
＜車両燃料費＞
　通所系事業所（福祉有償運送事業所含む）　25事業所　920,000円
　入所（居）系事業所　9事業所　140,000円
  食の自立支援サービス等実施事業所　4事業所　40,000円
①②物価高騰の影響を受けている介護保険及び障害福祉サービスを提供する事業所
とその利用者の負担を軽減することができた。
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6 農林振興課
畜産農家緊急
支援事業

①新型コロナウイルスやウクライナ侵攻等の社会情勢の影響
で、飼料費等の高騰を受ける畜産農家に対し、事業継続のた
め、飼養頭数に応じて支援を行うもの。
②畜産農家緊急支援金
③畜産農家

27,004,050 27,004,000 R5.9.29 R5.11.20
①飼料費等の高騰の影響を受けた畜産農家の経営継続支援。
②畜種や飼養規模に応じた支援により、畜産経営の継続に資することができた。

7 商工観光課
中小企業等省
エネ設備導入
支援事業

①新型コロナウイルスやウクライナ侵攻等の社会情勢の影響
で、物価高騰の影響を受ける中小企業者等に対して、コスト
削減に必要な省エネ設備導入に係る費用を支援するもの。
②中小企業等省エネ設備導入支援金
③中小企業、個人事業主等

14,107,000 14,107,000 R5.7.19 R6.3.19

①新型コロナウィルス感染症等の社会情勢による物価高騰の影響に対して支援する
こととし、コスト削減に必要な省エネ設備導入に係る費用支援を実施する町内中小
企業の件数目標を３０事業所と設定していたが、結果として４２事業所となった。
②事業の評価として実施企業から聞き取りを行ったところ、当該制度により電気料
金高騰に対する支援となり中小企業の経営体制に直接効果をもたらし、さらに、地
域経済波及効果が大きく、事業者の販売マインドの向上にも繋がるなど地域経済に
好影響があったと分析している。

8 上下水道課
水道事業物価
高騰等対策支
援事業学

①本町の公営企業である水道事業においては、新型コロナウ
イルスやウクライナ侵攻等の社会情勢の影響による電気料金
高騰に伴い、水道料金（利用者負担額）の増額が必要である
が、水道事業者に電気料金高騰分の支援を行うことで、食料
品等の物価高騰に直面する水道利用者へ追加的な負担を生じ
させないようにするもの。
②電気料金高騰支援金
③水道利用者

4,000,000 3,800,000 R5.4.1 R6.3.29

①電気料金：コロナ禍発生時の令和2年度決算額65,251千円に対し、令和5年度決算
額69,548千円となり、およそ4,000千円の増額に対し交付金を活用したことで、動
力費に対してその財源となる水道料金収入にかかる過重な負担を緩和することがで
きた。
②社会情勢に合わせての料金転嫁が容易にできない公営企業にとって、経営の安定
に寄与している。

9 土木建築課
省エネ設備導
入支援事業

①新型コロナウイルスやウクライナ侵攻等の社会情勢の影響
で、物価高騰の影響を受ける町民に対して、電気料金等の削
減に必要な省エネ設備導入に係る費用を支援するもの。
②省エネ設備導入支援金
③京丹波町民

1,507,000 1,507,000 R5.4.18 R6.3.8
①環境に配慮した改修工事等の実施。
　エコキュート設置　２８件　完成工事高15,616,500円
②省エネ設備導入係る工事費用の一部を支援することができた。

10 総務課
街路灯等LED
化支援事業

①街路灯を設置・管理する自治会に対して、新型コロナウイ
ルスやウクライナ侵攻等の社会情勢の影響により電気料金が
高騰していることから、電気料金削減に必要なLED化に係る費
用を支援するもの。
②街路灯LED化支援金
③自治会等

1,126,000 1,126,000 R5.8.24 R6.3.15

①成果・効果
　・新設・更新　85件

②評価
　・防犯灯の設置・管理をしている自治会に対し、社会情勢の影響を受
　　けて高騰する電気料金の削減のため防犯灯のLED化を促すことができ
　　た。


